
　
歳
　
入
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
歳
入
総
額
は
、
前
年
度
比
１
億
１
３
９
２

万
円
の
減
収
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
法

人
町
民
税
が
大
き
く
減
少
し
た
こ
と
が
主
な

理
由
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
20
年
度
か
ら
導
入
し
た
都
市

計
画
税
は
、
都
市
計
画
事
業
を
対
象
と
し
た

　
平
成
30

年
度
決
算
に
つ
い
て
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
66

億
７
１
２

８
万
円
で
、
予
算
現
額
に
対
し
て

98
・
７
％
の
収
入
率
で
し
た
。
歳
出

は
効
率
的
な
執
行
の
結
果
、
64

億
１

６
１
０
万
円
と
な
り
、
予
算
現
額
に

対
し
て
94
・
９
％
の
執
行
率
で
し
た
。

　
今
月
号
で
は
昨
年
度
の
歳
入
と
歳

出
の
執
行
状
況
と
実
施
し
た
主
な
事

業
、
財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く
健
全

化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
の
算

定
結
果
に
つ
い
て
ご
報
告
し
ま
す
。

目
的
税
で
あ
る
た
め
、
下
水
道
の
整
備
費
に

充
当
し
ま
し
た
。
　

　
歳
　
出
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
歳
出
総
額
は
、
前
年
度
比
１
億
７
０
１
２

万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　
目
的
別
歳
出
で
は
土
木
費
で
１
億
３
０
２

３
万
円
の
増
加
（
対
前
年
度
比
プ
ラ
ス
23
・

２
％
）
、
農
林
水
産
業
費
で
２
６
４
２
万
円

の
増
加
（
対
前
年
度
比
プ
ラ
ス
41
・
２
％
）

と
な
る
一
方
で
、
総
務
費
は
３
億
８
６
０
７

万
円
の
減
少
（
対
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
24
・

３
％
）
、
民
生
費
は
１
２
１
９
万
円
の
減
少

（
対
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
０
・
６
％
）
と
な

り
ま
し
た
。

　
平
成
30
年
度
末
で
、
第
４
次
総
合
計
画
の

後
期
基
本
計
画
期
間
も
残
す
と
こ
ろ
あ
と
１

年
と
な
り
ま
し
た
。
平
成
30
年
度
は
、
計
画

の
総
仕
上
げ
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
と
と

も
に
、
ま
ち
の
将
来
を
見
据
え
た
長
期
戦
略

を
意
識
し
、
行
政
運
営
を
行
い
ま
し
た
。
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決
算
報
告
〜
理
想
の
未
来
に
向
け
て
〜

平
成
30

年
度

歳入 66億7,128万円

自
主
財
源

依
存
財
源

地方譲与税　8,235万円（1.2%）

利子割交付金、配当割交付金、

株式等譲渡所得割交付金　2,777万円（0.5%） 

地方消費税交付金　3億5,422万円（5.3%） 

地方交付税　1,585万円（0.2%）

自動車取得税交付金　2,171万円（0.3%）   

国有提供施設等所在市町村助成交付金　1億159万円（1.5%）  

地方特例交付金　2,139万円（0.3%）  

町債　9,540万円（1.4%） 

交通安全対策特別交付金　305万円（0.1%）    

分担金及び負担金　6,227万円（0.9%） 

使用料及び手数料　9,594万円（1.4%）

国庫支出金　4億9,558万円（7.4%）

県支出金　2億9,673万円（4.5%） 

財産収入　1,005万円（0.2%） 

寄附金　　1,459万円（0.2%）  

繰入金　1億8,752万円（2.8%） 

諸収入　2億5,176万円（3.8%） 

町税　43億3,454万円（65.0%） 

繰越金　1億9,897万円（3.0%） 

※語句説明

自主財源：町税など町が自主的に収入できるお金
依存財源：国庫支出金など国や県によって金額が決められたり、
割り当てられたお金
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